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はじめに
　アメリカのクラス・アクションでは、本案審理に至るまでにクラス・ア
クションの成立可否が判断される。クラス・アクションとして民事上の訴
えとなるかが認証(certification)された後に、正式な事実審理(trial、以下
事実審理とする)に移る２段階の審理構造となっているわけである。クラ
ス・アクションが成立するためには、連邦民事訴訟規則Rule 23(a)および
(b)が規定する要件を満足させなければならない。(a)が定める、多数の当
事者がおり当事者間の共通の争点が存在し、クラス代表者の請求がその
他のクラス構成員のそれと典型であり、そして適切に代表されていること
がまず具備される必要がある。そして(b)が定める、請求の相違により類
別化されたクラス・アクションでの特定の要件を満足させて、初めてクラ
ス・アクションが民事訴訟での訴えとなるのである。
　以上のようにクラス・アクションは通常の民事訴訟とは異なり、多重審
理構造をもつ。そこで、この成立認証手続はいかなる方法で行われ、そし
てどのような点を留意すべきかの理解が必要となる。また、多重審理構造
をもつクラス・アクションでの事実審理手続は、通常の民事訴訟と比べて
いかなる相違点があるのかについても認識すべきである。そこで本稿で
は、クラス・アクションの理解を深める目的で、クラス・アクションの成
立認証手続および本案審理である事実審理手続を対象に、手続の詳細を明
らかにするとともに、そこで発生する問題について考察する。
クラス・アクションの成立認証手続と事実審理
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一　クラス・アクション成立認証の手続
１．クラス・アクション成立認証手続の開始と本案判断との重複
　クラス・アクションの手続では、まず当該訴えが集団代表訴訟として
成立するかの認証が行われ、その後に事実審理がなされる２段階の審理
構造となっている。そのため、裁判所はできるだけ早い時点で(an early 
practicable time)、提起された訴えがクラス・アクションとして成立する
かについて承認判断を行わなければならない（1）。この時点は事案毎に異な
るものの、裁判所がRule 23(a)および(b)所定のクラス・アクションの成立
要件を審理する上での充分な情報を得るときと解されている（2）。具体的な
時点の基準は、連邦地方裁判所地区の裁判所規則(local rule)に委ねられる
ことになる。例えばフロリダ州北部地区連邦地方裁判所規則では、クラ
ス・アクション成立認証の申立期間が設定され、訴状提出後90日以内に
原告が当該申立を行わなければならない旨が定められている（3）。
　原告は認証申立により、被告は訴えまたは当該申立の却下を申立てるこ
とにより、クラス・アクション成立認証にかかる争点を主張することがで
きる（4）。また、いずれの当事者からも争点の主張がなされない場合であっ
ても、裁判所はクラス・アクションの成立にかかる判断をしなければなら
ない（5）。Rule 23(c)(1)(A)にしたがえば、裁判所は提起された訴えについて
クラス・アクション成立の是非を判断しなければならないからである（6）。
これを行うにあたり、Rule 23(a)および(b)所定の成立要件を満たす証拠に
ついて審理する（7）。クラス・アクションの成立を認証すると、裁判所はク
（1）　FED. R. CIV. P. 23(c)(1)(A).
（2）　MANUAL FOR COMPLEX LITIGATION 4th ed. § 21.133 (2004).
（3）　See, e.g., N.D. Fla. Local Rule 23.1(B).
（4）　Becnel v. Mercedes-Bentz USA, LLC, CIV.A. 14-0003, 2014 WL 1918468 (E.D. La. 
May 13, 2014).
（5）　Martinez-Mendoza v. Champion Int’l. Corp., 340 F.3d 1200, 1216 (11th Cir. 2003).
（6）　FED. R. CIV. P. 23(c)(1)(A).
（7）　In re Gydrogen Peroxide Antitrust Litigation, 552 F.3d 305, 320 (3d Cir. 2008).
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ラスの範囲、クラスの請求、争点、そして抗弁を確定するのみならず、
Rule 23(g)にもとづいてクラスの代理人を選任しなければならない（8）。
　クラス・アクション成立認証の判断をする上で、裁判所の成立要件に
かかる審理の範囲については、合衆国最高裁判所が2011年のWal-Mart 
Stores, Inc. v. Dukes（9）で示している。成立認証の判断には事実審理におけ
る訴答手続(pleading)での争点を決定するとともに、成立要件につき厳格
な分析を加える必要があると述べているのである（10）。成立要件に厳格な分
析であれば、必然的に請求の本案判断と重複することになる。すなわち、
請求の原因となる事実上かつ法的な争点が審理されるからである。合衆国
最高裁判所は、事実審理に類似する手続を、「Rule 23の要件に合致してい
るのか判断する際に、本案の考慮は禁じていない」（11）と否定していない。
従前ではクラス・アクション成立にかかる判断の目的に限定して行われ
ていたが（12）、本判決により本案判断と重複することが許容されたことにな
る。
２．クラス・アクション成立認証手続
　Rule 23は、クラス・アクション成立を判断する上で当事者が証拠審理
の機会をもつことを求めていない。しかし、Rule 23所定の成立要件にか
かる証拠の提示およびそれが満足されるか否かの判断を行うために、連邦
地方裁判所裁判官は広範な裁量権を有するとされている（13）。したがって裁
判所は、証拠審理(evidentiary hearing)を行うことを決定することができ
るのである。従前では、裁判所は裁判費用の高額化と被告への否定的評価
(adverse publicity)の回避を目的とした、例外的な状況(exceptional cases)
（8）　FED. R. CIV. P. 23(c)(1)(B).
（9）　131 S. Ct. 2541 (2011).
（10）　Id. at 2551.
（11）　Id.
（12）　Gariety v. Grant Thornton, LLP, 368 F.3d 356, 366 (4th Cir. 2004).
（13）　In re Initial Pub. Offerings Securities Litigation, 471 F.3d 24, 41 (2d Cir. 2006).
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に限定して証拠審理が認められていた（14）。しかし、前述したようにWal-
Mart判決によりクラス・アクション成立認証で厳格な要件の審理が求
められた結果、事実の存在を証拠により証明する肯定的証明(affirmative 
proof)が必要とされることになった（15）。
　そこでRule 23(b)(3)のクラス・アクションが成立するためには、事実審
の連邦地方裁判所裁判官は、個々のクラス構成員の損害賠償請求につき、
(b)(3)の要件であるクラス・アクションが個々のクラス構成員の争点に卓
越しかつ優越した手段であることを的確に事実認定する必要性に迫られた
わけである。そこで、例外なく証拠審理が行われるようになったのであ
る（16）。
　証拠審理がなされることになると、まず証拠提出責任はクラス・
アクション認証の申立人が負うことになる（17）。そして証拠の優越基準
(preponderance of evidence)が適用され、証明力が相手方よりも優って
いる場合には事実の存在または不存在が認定されることになる。従前で
は、当該基準よりも証明程度が低い法的に充分訴答された訴え基準(well-
pleaded complaint)、すなわち救済の申立を法的に充分述べられていれば
事実の存在または不存在を認定する基準が適用されていた（18）。しかし現在
ではWal-Mart判決により幾分かの明確性が要求されており、充分に訴答
しただけでは足りず、積極的にクラス・アクションの要件に合致すること
を示さなければならない（19）。本判決では証拠の優越基準を適用すべきこと
を示したのではない。しかし一部の連邦控訴裁判所では、法的に充分訴答
された訴え基準よりも明確性を求めるものとして合衆国最高裁判所が証拠
（14）　Franks v. Kroger Co., 649 F.2d 1216, 1223 (6th Cir. 1981).
（15）　Wal-Mart Stores, Inc., 131 S. Ct. at 2558-59.
（16）　Monroe v. City of Charlottesville, 579 F.3d 380, 384 (4th Cir. 2009).
（17）　FED. R. CIV. P. 23(c)(1)(A).
（18）　Irwin v. Mascott, 96 F. Dupp. 2d 968, 972 (N.D. Cal. 1999).
（19）　Wal-Mart, 131 S. Ct. at 2552.
白鷗法学　第24巻３号（通巻第51号）（2018）252
の優越基準の適用を示唆したととらえたのである（20）。
　また、第２巡回区連邦控訴裁判所は、証拠の優越基準よりも緩和された
基準を採用すれば、クラス構成員固有の争点がクラス全体に卓越すると判
断される可能性があることを指摘している。緩和された基準では裁判官は
詳細な証拠審理を行なわないことになり、クラス構成員間での争点を詳細
に検討せずに構成員個々の固有の争点が彼らには非常に重要であると判断
する可能性が現れると述べるのである（21）。さらに同裁判所は、より緩和さ
れた基準が適用されると、クラス・アクションがもつ複数の請求を一纏め
にして訴訟を追行する方法を確保するために制定されたRule 23の目的を
弱めることになると指摘する。すなわち当該指摘は、緩和された基準の適
用がRule 23(b)(3)クラス・アクションの要件として明記されているクラス
全体の争点の卓越性に反すると述べるのである（22）。したがって、連邦下級
審において争点の卓越性の否定が肯定される限り、Wal-Mart判決が示し
たより厳格な基準の適用が当然のことながら妥当となり、今後もそれが継
続することになる。
　証拠審理は裁判所の広範な裁量権の下で行われる（23）。そしてその目的
は、クラス・アクション申立人の相手方に提出された証拠を拒絶する機会
を確保することにある（24）。審理時間を短縮する目的で、主尋問に先立ち当
事者双方はその概要の提出が求められ（25）、また反対尋問の機会を確保して
（20）　See, e.g., In re Hydrogen Peroxide Antitrust Litigation, 552 F.3d 305, 320 (3d Cir. 
2008).
（21）　In re Initial Pub. Offering Securities Litigation, 471 F.3d 24, 32, n.8 (2d Cir. 2006).
（22）　Heerwagen v. Clear Channel Communications, 435 F.3d 219 (2d Cir. 2006).
（23）　Teamsters Local 445 Freight Div. Pension Fund v. Bombardier, Inc., 546 F.3d 196, 
204 (2d Cir. 2008).
（24）　In re Domestic Air Transportation Antitrust Litigation, 137 F.R.D. 677, 700 (N.D. Ga. 
1991).
（25）　主尋問の時間を15分間に限定する例として、In re Polypropylene Carpet Antitrust 
Litigation, 178 F.R.D. 603, 626 (N.D. Ga. 1997). また、主尋問の概要を書面で提示させ、
口頭弁論でそのための時間をとらない例として、In re Domestic Air Transportation 
Antitrust Litigation, 137 F.R.D. at 700. がある。
クラス・アクションの成立認証手続と事実審理（楪） 253
いる。ただし、再主尋問は時間的に制限されている（26）。
　証拠審理においては連邦証拠規則(Federal Rules of Evidence)が適用され
る（27）。しかし、事実審理と比べて連邦証拠規則の拘束力は弱いものと位置
づけられている。証拠審理における事実認定は、あくまでもクラス・アク
ションの成立にかかる証拠に照らし合わせることを目的としている。すな
わち当該事実認定は本案に至るための予備的なものであるため、事実審理
での事実認定者を拘束することはないのである。そこで、事実審理では証
拠能力が認められない証拠も、裁判所は証拠審理で斟酌することができる
ことになる（28）。
　クラス・アクション成立が認証されると、裁判所はクラス・アクション
の運営状況を監視する義務をもつことになる。しかし、後にクラス構成員
間の対立などクラス・アクションの運営が困難となり当該認証が不適切に
なる場合がある。裁判所は認証の取消を行うなど判断の修正を行わなけれ
ばならないが（29）、その際にはRule 23所定の要件が満たされているかが修正
判断の基準となる。クラス・アクション成立認証審理以降の証拠開示手続
で新事実が明らかになる、または判例変更などもクラス・アクション運営
を変化させる要素となるため修正理由となる（30）。
（26）　In re Polypropylene Carpet Antitrust Litigation, 178 F.R.D. at 626. では、反対尋問に２
時間、再主尋問には１時間半をあてている。また、In re Domestic Air Transportation 
Antitrust Litigation, 137 F.R.D. at 700. では、当事者双方へ反対尋問を３時間、再主尋問
に１時間を各々あてている。
（27）　FED. R. EVID. 1101(b). は、連邦裁判所で破産審理や海事事件を含め民事訴訟に関
連する審理で連邦証拠規則が適用される旨を規定している。また実際に、連邦証拠
規則所定の専門家意見にかかる702条を、クラス・アクション成立認証審理におけ
る専門家意見の証拠能力判断の際に適用している。See, American Honda Motor Co., 
Inc. v. Allen, 600 F.3d 813, 917-18 (7th Cir. 2010).
（28）　Mazza v. American Honda Motor, Co., 254 F.R.D. 610, 616 (C.D. Cal. 2008).
（29）　Chisolm v. TranSouth Fin. Corp., 194 F.R.D. 538, 544 (E.D. Va. 2000).
（30）　Culpepper v. Irwin Mortage Corp., 491 F.3d 1260, 1276 (11th Cir. 2007).
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３．クラス・アクション成立認証手続で提出される証拠
　Wal-Mart判決において合衆国最高裁判所が、クラス・アクションの成
立認証の是非を判断する上で本案審理と重複することを認めた。しかし、
成立認証と本案の審理は別個のものであり、クラス・アクション成立が
認証されたとしても本案での勝訴を意味するわけではない（31）。クラス・ア
クション成立認証手続で提示される証拠は、Rule 23所定の成立要件に対
応するものであり、当該要件を満足するものであるかが審理されるのであ
る（32）。
　当事者は専門家証言を用いることができるが、重要な点は専門家意見
の証人としての信用性(credibility)と証拠能力(admissibility)である。これ
らの点について合衆国最高裁判所は、連邦証拠規則の厳格な解釈を示した
Daubert基準（33）を、第１審の連邦地方裁判所が適用しなかったことについ
て消極的な評価を下している（34）。そこで、クラス・アクションの成立認証
手続においても本案審理と同様に専門家意見の信用性と証拠能力にかかる
厳格な基準が必要となっている。
　クラス代表の証言もクラス・アクションの成立のための重要な証拠と
なる。証言がクラス・アクションの成立とは無関係である場合には、Rule 
23の成立要件である適切な代表性が満足できないため、訴状に氏名が記
載されている原告(named plaintiff)であってもクラス代表になることがで
（31）　Eisen v. Carlisle & Jacquelin, 417 U.S. 156, 177 (1974).
（32）　Wal-Mart, 131 S. Ct. at 2551-52.
（33）　当該基準は、Daubert v. Merrell-Dow Pharmaceuticals Co., 509 U.S. 579 (1993). で
判断されたものである。本判決が証拠の認容基準とした連邦証拠規則Rule 702(FED. 
R. EVID. 702.) は、知識、技術、経験、訓練、そして教育を受けた専門家として適任
である証人が、次の要件を満たす場合に鑑定意見などを証言できると定めている。
第１は、専門家の科学的、技術的または専門的な知識が民事陪審に証拠を理解さ
せ、争点となっている事実を判断させる助力となり得ることである(702 (a).)。第２
は、証言が充分な事実または資料にもとづいていることである(702 (b).)。第３は、
証言が確実な原理と法則に拠っていることである(702 (c).)。第４は、鑑定人が争わ
れている事実に対して原理および方法を確実に適用していることである(702 (d).)。
（34）　Id. at 2553-54.
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きなくなる（35）。そこで、適切な代表に関する証言については、クラス代表
から得る必要があることになる。
４．クラス・アクション成立認証を積極的に認めるための手法
　クラス・アクション成立の判断では、裁判所は提示されたクラスを認証
の是非、そしてクラスの範囲を修正した条件付認証の選択肢をもつ。Rule 
23(a)および(b)の定めるクラス・アクション成立要件を満足させるため
に、クラスの範囲を修正またはサブ・クラスの作成を命ずる方法が条件付
認証に該当する。
　条件付認証は、2003年のRule 23の改正により(c)から削除されている。
したがって、Rule 23の成立要件が満たされなければ、自ずとクラス・ア
クションの成立が認証されないことになる（36）。一方で、クラスが分割され
た小さな集合体であるサブ・クラスについてRule 23(c)(5)は、「適切な場
合には、クラスを連邦民事訴訟規則の下でクラスと同様に処理するサブ・
クラスに分割することができる」（37）と規定している。請求が多岐にわた
る、またはクラス構成員が複数の州に点在すると想定される場合、請求を
サブ・クラス毎にまとめて成立要件に合致させるわけである（38）。また、ク
ラス構成員が複数の州に分散して居住していれば、適用される州実体法が
異なることになる。その結果、クラス・アクションの成立が認証されない
ことになる。これを回避するために、州毎にクラス構成員を分割してサ
ブ・クラスを作成する方法が用いられる。例えば、類似する実体法をもつ
州に居住するクラス構成員を13に分割したサブ・クラスで再構成したこ
（35）　Fisher v. Ciba Specialty Chems. Corp., 238 F.R.D. 273, 292 (S.D. Ala. 2006).
（36）　FED. R. CIV. P. 23(c), Advisory Committee’s Notes for the 2003 Amendment.
（37）　FED. R. CIV. P. 23(c)(5).
（38）　サブ・クラスは、各々クラス・アクションの要件を満たさなければ、クラス・
アクションとして成立が認められないことになる。See, In re General Motors Corp. 
Engine Interchange Litigation, 594 F.2d 1106, 1117 n.11 (7th Cir. 1979).
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とが認められている（39）。
　しかし全米規模の製造物責任や消費者詐欺案件では、適用される実体
法が州毎に異なるという理由だけでは、サブ・クラスによるクラス・ア
クション成立が認められていない。2000年のペンシルバニア州東部地区
連邦地方裁判所は、全米50州の消費者保護法規が異なるため、４つのサ
ブ・クラスに分割するだけでは各々の州法の相違を適切に扱ったものとは
いえないと、サブ・クラスの成立を否定している（40）。州実体法だけでなく
管轄裁判所の相違により請求を分割してサブ・クラスを構成する方法も採
られることになった。つまり州法上と連邦法上の請求を分割して、各々の
州裁判所と連邦裁判所でクラス・アクションを追行するのである（41）。
　州法と連邦法にそれぞれ依拠したサブ・クラスを構成すること以外に、
損害賠償額の相違によりクラス・アクションを分割する事例がある。人工
プロテーゼに関する製造物責任訴訟において、骨盤と膝関節への人工プロ
テーゼの身体挿入および再挿入方法の相違による、４つのサブ・クラスの
成立が認められたものである。これらのサブ・クラスでのクラス代表およ
びクラス代理人は異なっていた（42）。また第２巡回区連邦控訴裁判所は1999
年のBoucher v. Syracuse（43）で、クラス構成員間で何らかの抵触が発生した
場合、適切な裁判の過程を確保するためにサブ・クラスを作成すべきであ
ると述べている（44）。本件はソフトボールとラクロスの大学チームが学内に
おける地位を請求したもので、原審判決は両チームを一括してクラスとす
ることに潜在的利害対立が存在するととらえていたのである（45）。
（39）　In re Checking Account Overdraft Litigation, 281 F.R.D. 667, 682 (S.D. Fla. 2012).
（40）　Lyon v. Caterpillar, Inc., 194 F.R.D. 206, 218-20 (E.D. Pa. 2000).
（41）　Kavu Inc. v. Omnipak Corp., 246 F.R.D. 642, 651 (W.D. Wash. 2007).
（42）　In re Sulzer Hip Prosthesis & Knee Prosthesis Liability Litigation, 2001 WL 1842315, 
at *7 (N.D. Ohio Oct. 20, 2001).
（43）　164 F.3d 113 (2d Cir. 1999).
（44）　Id. at 118-19.
（45）　Id.
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　複数のクラス・アクションが異なる連邦地方裁判所に係属する場合に
は、複数の判決が相互矛盾するおそれがあるため、併合審理が望まし
いことになる。連邦裁判所においては、広域係属訴訟手続(multi-district 
litigation procedure)（46）により特定の連邦地方裁判所に移送され、事実審
理前に行われるプレ・トライアルでの併合がなされる（47）。プレ・トライア
ルの証拠開示手続で複数の訴えを併合することは、実質的に同等な事実関
係をもつ複数の訴えに対する効果的な処理となる。具体的には、証言時間
の確保、裁判費用の削減、そして矛盾する判決を回避することが可能にな
るのである（48）。連邦裁判所は、州裁判所に提起された同様な請求の原因を
もつクラス・アクションの審理が終結するまで、係属するクラス・アク
ションの審理を停止させる裁量権をもつ（49）。州裁判所と連邦裁判所におけ
る審理の重複を回避して、特定の裁判所で包括的紛争解決を図ることが必
要だからである（50）。
　複数のクラス・アクションが成立し相互に競合することになれば、当事
者双方の代理人により和解に向かうことになる。そこでまず、被告側代理
人により最も低額な和解金額で決着する逆競売(reverse auction)が発生す
る。複数のクラス・アクションに対峙する被告は、当然ながらすべての訴
えにつき包括的な和解を模索し、請求の原因が弱い原告または経験の少な
い代理人を相手に和解交渉を行うからである。つまりクラス・アクション
は、多数の訴えから被告を保護し、原告代理人の高額な報酬確保を目的と
（46）　28 U.S.C. § 1407.
（47）　広域係属訴訟手続にしたがって、特定の被移送裁判所が管轄権をもつことになれ
ば、法廷地(venue)が変更されるが、被移送裁判所は法廷地変更を認める広範な裁
量権があるとされている。Blanning v. Tisch, 378 F. Supp. 1058, 1061 (E.D. Pa. 1974). 
なお、広域係属訴訟手続については、楪博行「アメリカにおける大規模不法行為訴
訟での広域係属訴訟手続：クラス・アクションから広域係属訴訟手続への移行」法
政論叢第51巻2号177頁 (2015)を参照。
（48）　Firmani v. Clarke, 325 F. Supp. 689, 693 (D. Del. 1971).
（49）　Schomber v. Jewel Co., 614 F. Supp. 210, 215-20 (N.D. Ill. 1985).
（50）　Id.
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した、馴れ合いの和解(collusive settlement)に陥る手段となる可能性があ
る（51）。馴れ合いの和解では原告代理人への高額な報酬、その見返りとして
請求の放棄、そしてクラス構成員へのクーポン券など非金銭による表面的
な救済がなされることになる（52）。これらではクラス構成員の利益が保護さ
れないため、裁判所は当該和解を回避するために和解内容を精査する必要
がある（53）。
二　クラス・アクションの事実審理手続と審理計画
　クラス・アクションの成立が認証されると、事実審理手続に入る。成立
が認証されなければ個別の訴えによることになる。クラス・アクションで
なければ、当該訴えの形式がもつ人的かつ物的に広範囲な効果が失われる
ため、原告は訴えを追行することなく取下げるかもしれない。一方で成立
が認証されると、被告はクラス・アクションの効果を考慮して、原告と和
解に向けた交渉に入ることが予想される。多くの被告は、正式な事実審理
手続で敗訴判決が出されると、高額な損害賠償支払に直面することを危惧
する。そこで、このリスクを回避するために被告は和解交渉に向かうの
である。この傾向は、裁判所による強迫であると憂慮されてきた（54）。した
がって、クラス・アクション成立認証後には、多くの場合には事実審理手
続ではなく和解により紛争解決がなされることになる。
　個別の訴えでの事実審理手続は、主張される責任の証拠とその抗弁の証
拠を明確に対比させながら進行する。しかし、クラス・アクションの当該
手続は、クラス代表が出廷しないその他のクラス構成員と典型的な主張を
行い、そして相手方がそれに対する抗弁をすることになる。クラス・アク
ションの正式審理手続では、クラス代理人は、クラス代表の請求にかかる
（51）　In re Zoran Corp. Derivative Litigation, 2008 U.S.Dist. LEXIS 48246, at *9 n.1 (N.D. 
Cal. Apr. 7, 2008).
（52）　Id. at *8.
（53）　Reynolds v. Beneficial National Bank, 288 F.3d 277, 279 (7th Cir. 2002). 
（54）　See, e.g., Castano v. American Tobacco Co., 84 F.3d 743, 746 (5th Cir. 1996).
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証拠にその他のクラス構成員の証拠を織り交ぜながら提示していくわけで
ある。被告側代理人もクラス代表の請求およびその他のクラス構成員の請
求のそれぞれに対して攻撃を加えることになる。クラス・アクションにお
ける裁判所と当事者は、個別の訴えと比べ、クラス代表およびその他のク
ラス構成員の競合する利益を衡量しなければならないのである。
　裁判所はクラス・アクションの事実審理を適切に進行させるため、終局
判決に至るまでの審理過程を詳細化した審理計画(trial plan)を、クラス・
アクション成立認証までに当事者双方に提出するよう求めるようになっ
た（55）。連邦証拠規則23(c)(1)(a)の改正を踏まえて、審理計画の早期作成の
必要性が暗黙のうちに認められることになったのである（56）。1966年には当
該規定はクラス・アクション成立認証を「無理のない限り早急に(as soon 
as practicable)」判断されるべきとしていたが、2003年の改正で「無理の
ない限り早く(as early practicable time)」と早急性が緩和されている。連
邦証拠規則改正諮問委員会は、この改正の目的がクラス・アクション成立
認証判断をするために必要な情報の入手をするものであるととらえてい
る。そして、多くの裁判所が当該成立認証の申立人に事実審理で提示され
る争点を示した審理計画を提出するよう命じて、当該争点がクラス全体と
関連しているのかを審査するようになってきたと述べている（57）。
　審理計画は裁判所と訴訟当事者への訴訟の様々な段階での進行表であ
り、訴訟の輪郭を段階に沿って充分かつ明確に示すものである（58）。さら
に、ここにはクラス・アクション全体に関わる先行して判断すべき問題を
解決する方法も記載する必要がある（59）。そこで原告側代理人は、事実審理
（55）　Wachtel ex rel. Jesse v. Guardian Life Ins. Co. of America, 453 F.3d 179, 186 (3d Cir. 
2006).
（56）　3 Alba Conte and Herbert B. Newberg, NEWBERG ON CLASS ACTIONS 4th ed. § 4:79 
(2008).
（57）　FED. R. CIV. P. 23, Advisory Committee’s Note for the 2003 Amendment.
（58）　Wachtel, 453 F.3d at 186.
（59）　Barnes v. District of Columbia, 278 F.R.D. 14, 19 (D. D.C. 2011).
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での各々の段階とクラス構成員個々およびクラス全体に関わる証拠を、無
理のない限り早く提示させなければならなくなったのである（60）。
　一部の裁判所は、Rule 23が必ずしもクラス・アクション成立認証判断
前に審理計画を提出することを求めていないと述べている（61）。しかし、審
理計画は裁判所および当事者双方の代理人にとって、クラス・アクショ
ンの優越性や準拠法選択について成立判断上の争点を明記するものであ
る（62）。クラス・アクション成立認証判断の審理で、適切かつ現実に即した
審理計画を示さなかったとする理由で当該成立認証が否定された事例もあ
る（63）。さらに第９巡回区連邦控訴裁判所は、複数の州にわたるクラス・ア
クションの成立認証を求める場合には、原告が適切かつ現実に即した審理
計画を示す責任をもつと述べている（64）。そこで、審理計画がクラス・アク
ションの裁判運営の可能性(manageability)を示すものである以上、とりわ
け当事者双方の代理人が成立認証前に審理計画を提出することは当然とな
る（65）。
　審理計画は案件の複雑さにより記載すべき詳細が異なることになる。複
雑なクラス・アクションの場合には、責任判断審理と損害賠償額決定審理
の２つの段階に分けられた分割審理や、サブ・クラス化など事実審理の運
（60）　Mitchael J. Muller and Jason M. Beach, Class Actions Trials, in A PRACTITIONER’S 
GUIDE TO CLASS ACTIONS, Ch. 6.B 145 (2010).
（61）　See, e.g., Chamberlain v. Ford Motor Co., 402 F.3d 952, 961 n.4 (9th Cir. 2005). 
（62）　2 Alba Conte and Herbert B. Newberg, NEWBERG ON CLASS ACTIONS 4th ed. § 4:79 
(2002).
（63）　See, e.g., Chin v. Chrysler Corp., 182 F.R.D. 448, 454 (D. N.J. 1998).
（64）　Zinser v. Accufix Research Inst., Inc., 253 F.3d 1180, 1189 (9th Cir. 2001).
（65）　See, e.g., In re Panacryl Sutures Products Liability Cases, 269 F.R.D. 586, 588 (E.D. 
N.C. 2010).  一方で事実審裁判所である連邦地方裁判所裁判官は、審理計画を詳細化
するために、当事者双方ならびに代理人と協議するスペシャル・マスターを任命す
ることがある。Barbara J. Rothstein & Thomas E. Willging, CLASS ACTION LITIGATION: 
A POCKET GUIDE FOR JUDGES 3d 39 (2010).  なお、スペシャル・マスターの詳細につ
いては、楪博行「複雑な訴訟におけるスペシャル・マスター」白鷗大学法科大学院
紀要第10号１頁(2017)を参照。
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営での有効な手段について詳細に記載することになる（66）。
　Rule 23(d)は、以下に示すように裁判所へクラス・アクションの事実審
理における広範な裁量権を与える（67）。これは公平かつ効果的な訴訟活動を
促す目的があり（68）、サブ・クラスが典型といえる。サブ・クラスはRule 23
で規定されていないが、まず裁判所がこれを作成する権限をもつと解され
ている（69）。次に、裁判所は手続の進行を決定し、証拠および弁論の不適当
な繰返しと複雑化を避ける命令を出すことができる（70）。責任と損害賠償額
の審理を同一審理で行わず、分割した２段階の審理を採る命令がそれに該
当する（71）。さらに、裁判所はクラス代表と訴訟参加人(intervener)に何ら
かの条件を付することができる（72）。クラス・アクションにおける代表の適
切性を強固にするための命令や、適切かつ効果的な訴訟活動のための訴訟
参加人への条件である。クラス・アクションの通知がなされた後に、訴訟
参加が不当な遅延を発生させず訴訟当事者の権利を害さない場合には、ク
ラス代表となる意思をもつクラス構成員をクラス代表として認めることが
できるのである（73）。
　以上に加えて、裁判所は訴答手続を変更する裁量権が与えられている。
原告に対して新規の者を原告とする旨を命じ、クラス・アクションの成
立認証がなされた後でも、遡及的に訴状を変更することがこれに該当す
る（74）。したがって、クラス・アクションの事実審理では、裁判所はRule 
23(d)の広範な裁量権を根拠にして当事者に審理計画の提出を要求し、そ
（66）　NEWBERG ON CLASS ACTIONS , supra note 62, at § 4:79.
（67）　Gulf Oil Co. v. Bernard, 452 U.S. 89, 100 (1981).
（68）　FED. R. CIV. P. 23, Advisory Committee’s Note for the 2003 Amendment.
（69）　Am. Timber & Trading Co. v. First National Bank of Or., 690 F.2d 781, 786-87 (9th 
Cir. 1982).
（70）　FED. R. CIV. P. 23(d)(1)(A).
（71）　See, e.g., In re Rhone-Poulenc Rorter, Inc., 51 F.3d 1293, 1302 (7th Cir. 1995).
（72）　FED. R. CIV. P. 23(d)(1)(C).
（73）　Fleury v. Richemont N.A., Inc., 2007 WL 2457543, at *1 (N.D. Cal. 2007).
（74）　Issen v. GSC Enters., Inc., 538 F. Supp. 745, 749-50 (D.C. Ill. 1982).
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れを適宜変更するなど柔軟に審理を進行しているわけである。
三　事実審理の具体的手続
１．民事陪審の活用とその根拠
　合衆国憲法第７修正は、訴額が20ドルを超える事件では民事陪審によ
る審理を受ける権利を保障する（75）。民事および刑事裁判を問わず、陪審制
はコモン・ロー裁判所に特有の制度である。アメリカでは19世紀初頭よ
り民事陪審はコモン・ロー上の請求を審理する際に用いられるものと認識
されてきた（76）。その後、コモン・ローのみならず制定法上の請求の原因に
まで及ぶことになった（77）。
　クラス・アクションの起源はエクィティ裁判所の実務にあった。1938
年に連邦民事訴訟規則が制定され、コモン・ローとエクィティの手続が
融合した結果（78）、クラス・アクションで民事陪審審理が認められることに
なったのである（79）。合衆国最高裁判所は、民事陪審が事実認定上重要であ
り、法制度上確固たる地位にあったことを前提にして、コモン・ロー上の
権利が関わる案件では当事者が民事陪審審理を受ける権利をもつことを認
めてきた（80）。一方でエクィティ上の救済を請求する場合には、民事陪審審
理を受ける権利が当事者に与えられていないと理解されている（81）。
　合衆国最高裁判所は1999年のCity of Monterey v. Del Monte Dunes at 
Monterey, Ltd.（82）で、民事陪審審理を受ける権利が保障される基準を示し
た。クラス・アクション上の請求が1938年以前にはコモン・ローまたは
（75）　U.S. Const. Amend. VII.
（76）　Parsons v. Bedford, 3 Pet. 433, 447 (1830).
（77）　Tull v. United States, 481 U.S. 412, 417 (1987).
（78）　FED. R. CIV. P. 2.
（79）　Ortiz v. Fibreboard Corp., 527 U.S. 815, 846 (1999).
（80）　Beacon Theatres, Inc. v. Westover, 359 U.S. 500, 501 (1959).
（81）　2 McLAUGHLIN ON CLASS ACTIONS 14th § 8:4 (updated 2017).
（82）　526 U.S. 687 (1999).
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エクィティのうちいずれに属する権利を根拠とするのか（83）、また求められ
る救済がいずれにもとづくものであるのかを決定しなければならないと述
べたのである（84）。
　本件は、土地所有者が市に開発を複数回にわたり申請したにも関わら
ず却下されていた。そこで申請者である土地所有者は、当該却下が「正
当な補償なしに、何人も私有財産を公共の用のために収用されることは
ない」（85）と定める合衆国憲法第５修正に違反すると主張して、訴えを提起
した（86）。本判決は、請求される救済が損害賠償であれば第７修正が適用さ
れると判断した（87）。合衆国憲法に違反すれば、損害賠償のみならずエクィ
ティ上の救済である現状回復(restitution)も併せて救済が請求されること
がある。この場合、現状回復が請求された後に特定動産が滅失すれば、金
銭補償がそれに代替する。そこで、損害賠償とは異なる金銭的救済であっ
てもコモン・ロー上の請求という点においては相違がなく（88）、民事陪審の
審理を受ける権利が保障されることになる。
　1997年にペンシルバニア州東部地区連邦地方裁判所はBarnes v. 
American Tobacco Co., Inc.（89）において、コモン・ロー上の救済である損
害賠償請求だけでなく、差止請求を目的としたRule 23(b)(2)によるクラ
ス・アクションでも陪審の審理を受ける権利があることを認めている。本
件では、医療検査基金(medical monitoring fund)の設立を求めてRule 23(b)
(2)のクラス・アクションを提起し、民事陪審による事実審理が申立てら
れた。裁判所は、医療検査請求が過失にもとづいた請求に類似し、医療検
（83）　Id. at 707.
（84）　Id. at 707-08.
（85）　U.S. Const. Amend. V.
（86）　42 U.S.C. § 1983. 本規定は、州公務員が法による権限を欠いているにも関わら
ず、法に基づくかのような外観(color of law)の下で行為がなされ、私人の合衆国憲
法上の権利を侵害した場合に、私的訴権を認めている。
（87）　Id. at 710.
（88）　Granfinanciera, S.A. v. Nordberg, 492 U.S. 33, 49 (1989).
（89）　989 F. Supp. 661 (E.D. Pa. 1997).
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査基金の設立はその性質からエクィティにもとづく一定の行為を請求する
ものであるが、同時にコモン・ロー上の救済の性質をもつと述べたのであ
る（90）。Rule 23により損害賠償または差止を請求するが、請求内容が異なる
ことで民事陪審審理を受ける権利は影響されないとして、少なくともコモ
ン・ロー上の救済が請求されているのであれば、民事陪審による審理を受
ける権利があると判断したのである（91）。
　合衆国憲法第７修正が保障する民事陪審による審理を受けるには、コモ
ン・ロー上の救済が請求される必要がある。しかし、コモン・ローおよび
エクィティ上の救済が重複する外観がある場合には、少なくとも損害賠償
が請求されるだけで当該審理を受けることができるわけである。ただし、
事実関係がコモン・ローおよびエクィティ上の救済と密接に関連する場
合、救済の法的根拠につき陪審と非陪審の分離した審理は許容されていな
い。エクィティ上の請求につき非陪審審理が行われ、その後にコモン・
ロー上の請求につき民事陪審による審理が行われることになれば、民事陪
審に予断を与えることになるからである（92）。
２．事実審理における二段階審理手続
　連邦民事訴訟規則Rule 42(b)は、事実審理を二段階に分割して行うこと
が効率的かつ司法経済に合致し民事陪審に予断を与えないのであれば、連
邦地方裁判所に二段階審理(bifurcated trial)を行う裁量権を与えている（93）。
この二段階審理は、提出された証拠が２つの異なる争点に関わるものであ
り、また１つの争点にかかる審理が他の争点の審理を妨げる効果をもたら
す場合に認められている（94）。そこで、複数の被告の責任および各々の損害
賠償額の審理は２つの異なる争点を含み、特定の被告の責任が他の被告の
（90）　Id. at 668.
（91）　Id.
（92）　Beacon Theatres, 359 U.S. 500, at 511.
（93）　FED. R. CIV. P. 42(b).
（94）　Vichare v. AMBAC Inc., 106 F.3d 457, 466 (2d Cir. 1996).
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損害賠償額に影響を与えることが推定されるため、審理の対象を分割した
二段階審理が行われることになる。
　訴訟の公正な結果をもたらすことが二段階審理を行う主たる要因となる
が（95）、これについての挙証責任は当該審理の申立人にある（96）。また二段階
審理は一般的ではなく例外的であると位置づけられている（97）。原則的には
単一の陪審にすべての争点についての事実審理を委ねることがのぞましい
が、Rule 42(b)の二段階審理は不合理な予断が介入するおそれがある異例
ともいうべき状況で行われると考えられているのである（98）。
　一般的に二段階審理は、第１段階の被告の責任に関する審理、第２段階
のクラス構成員への損害賠償額審理で進行する（99）。責任についての審理が
分離されて先行することで、これを巡る争点と対応する証拠が明確にな
り、結果的には審理時間の短縮につながることになる（100）。この利点のた
め、雇用差別（101）、大規模不法行為（102）、そして独占禁止法（103）などの案件で
二段階審理が行われるようになった。二段階審理は責任と損害賠償額のみ
を分割して審理するのではなく、裁判官は裁判の司法経済と正確さを考慮
して、審理で提出される証拠が最も重複しない部分を見つけ出して分割す
ることを行っている（104）。この視点から、二段階ではなく審理を３つに分割
する三段階審理も行われている（105）。
（95）　In re Innotron Diagnostics, 800 F.2d 1077, 1084 (Fed. Cir. 1986).
（96）　Bowers v. Navistar Intern. Transp. Corp., 1993 WL 159965 (S.D. N.Y. 1993).
（97）　Malone v. Pipefitters’ Ass’n Local Union No. 597, 1992 WL 73520 (N.D. Ill. 1992).
（98）　Monaghan v. SZS 33 Associates, L.P., 827 F. Supp. 233, 246 (S.D. N.Y. 1993).
（99）　See, e.g., McCarthy v. Kleindienst, 741 F.2d 1406, 1415 (D.C. Cir. 1984).
（100）　MANUAL FOR COMPLEX LITIGATION 3d ed. § 21.632 (1995).
（101）　See, e.g., Robinson v. Metro-North Commuter R.R. Co., 267 F.3d 147, 169 n.13 (2d 
Cir. 2001).
（102）　See, e.g., Jenkins v. Raymark Industries, Inc., 782 F.2d 468, 474 (5th Cir. 1986).
（103）　See, e.g., Barr Laboratories, Inc. v. Abbott Laboratories, 978 F.2d 98, 115 (3d Cir. 
1992).
（104）　Hydrite Chemical Co. v. Calumet Lubricants Co., 47 F.3d 887, 891 (7th Cir. 1995).
（105）　McLAUGHLIN ON CLASS ACTIONS, supra note 81, at § 8:2.
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　アメリカ合衆国憲法第７修正は、陪審により認定されなかった事実がア
メリカ合衆国のいずれかの裁判所で再審理(reexamination)されることを求
めている（106）。したがって再審理を回避するには、二段階審理のいずれの段
階でも陪審審理が行われなければならないことになる。また、連邦裁判所
の民事陪審審理の当事者が、陪審により責任の所在が判断される権利をも
ち、異なる陪審により再度審理を受けることもないとする原則も確立され
ている（107）。陪審による事実認定を完遂することは、裁判官による再審理の
みならず、異なる陪審による再認定を排除することになる（108）。以上を考慮
すれば、各段階で同一の陪審が審理する限り二段階審理は第７修正に違反
しないことになる（109）。
３．外挿法審理とそれを巡る問題
　同一の訴訟物をもつ複数のクラス・アクションが提起されると、広域係
属訴訟により証拠開示手続などプレ・トライアルの併合が行われること
は前述したとおりである。その際に、裁判所の審理にかかる負担を軽減
するために、先導審理(bellwether trial)が行われている。多数の訴えから
一部を抽出し、残余に先行して事実審理を行う方法である（110）。広域係属
訴訟手続と同様にクラス・アクションの事実審理においては、標本抽出
(sampling)で特定の案件を取上げて集中審理を行うことが行われてきた。
（106）　U.S. CONST. AMEND. VII.
（107）　Gasoline Products Co. v. Champlin Refining Co., 283 U.S. 494 (1931).
（108）　Id. at 497.
（109）　In re Rhone-Poulenc Rorer, Inc., 51 F.3d 1293, 1303 (7th Cir. 1995). なお、MANUAL 
FOR COMPLEX LITIGATION は、第２版と第３版でこの考えを明確に示している。1985
年の第２版では、いつでも手続のすべての段階で用いるべきであると述べている
(MANUAL FOR COMPLEX LITIGATION 2d § 21.632 (1985).)。1995年の第３版では、すべ
ての段階で単一の陪審が必要であると述べている(MANUAL FOR COMPLEX LITIGATION, 
supra note 100, at § 21.632.)。
（110）　4 Alba Conte and Herbert B. Newberg, NEWBERG ON CLASS ACTIONS 5th ed. § 
11:11 (updated 2017). 広域係属訴訟手続における先導審理は、楪博行・前掲注47 ・
183頁以下を参照。
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これが外挿法審理(trial by extrapolation)である。標本となる案件を抽出
して審理し、この結果を定式(formula)として他の案件に適用するのであ
る（111）。適切に行うことができれば、この方法は複数の訴えを効率的に処理
することが可能となる。個々のクラス構成員に因果関係と損害賠償額の相
違があり、二段階審理で数多くの陪審審理を経て本案判断に至るのがクラ
ス・アクションの特徴である。そこで、このような複雑な事実審理にもか
かわらず、外挿法審理は短期間で一括した紛争解決を導くことになる（112）。
また、同様な状況にいる複数の者の一部を標本として抽出し、これについ
てのみ本案判断を加えることは、個々の訴えよりも一層公平となる方法で
あるともいえる（113）。
　外挿法審理を用いた例のうち、多く引用されるものが次の４件であ
る（114）。第１が1996年のIn re Estate of Marcos Human Rights Litigation（115）で
ある。本件は外国人不法行為法(Alien Tort Statute)にもとづいて、フィリ
ピン大統領であったマルコス(Ferdinand Marcos)による拷問や拉致など人
権侵害行為を理由として、損害賠償が請求されたクラス・アクションであ
る（116）。ハワイ州連邦地方裁判所は、責任と損害賠償額を分割した二段階審
理を行った。第１段階の審理で、陪審はマルコスの責任と懲罰的損害賠償
を認める評決を行った（117）。第２段階の審理では、9,541人のクラス構成員
のうち137人について証言録取を行った。統計学の専門家による鑑定意見
は、これらの標本が統計学上妥当であると結論づけていた（118）。この結果に
（111）　Id. at § 11:21.
（112）　Mitchel J. Saks & Peter David Blank, Justice Improved: The Unrecognized Benefits of 
Aggregation and Sampling in Trial of Mass Torts, 44 STAN. L. REV. 815, 833 (1992).
（113）　Alexandra D. Lahav, The Case for “Trial by Formula”, 90 TEX. L. REV. 571, 597 
(2012).
（114）　NEWBERG ON CLASS ACTIONS, supra note 110, at § 11:21.
（115）　910 F. Supp. 1460 (D. Haw. 1995).
（116）　Id. at 1461.
（117）　Id at 1464.
（118）　Id. at 1464-65.
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もとづいて、陪審は原告クラスを３つに分類し、すべてのクラス構成員に
懲罰的損害賠償を（119）、該当する分類に応じて異なる額の填補損害賠償を認
める評決をしたのである（120）。
　第２が1997年のIn re Chevron U.S.A., Inc.（121）である。本件は、廃油投棄
穴から流出した有害物質に曝露された3,000人以上の者が損害賠償を請求
した事案である。本件の審理計画では損害賠償額を決定するために30件
の先導審理が行われた（122）。先導審理から導き出された標本を用いて、残り
のクラス構成員の損害賠償額が推定されたのである（123）。
　第３が1998年のCimino v. Raymark Industries, Inc.（124）である。本件は、
アスベスト被害により損害賠償を請求した3,000人以上で構成されるクラ
ス・アクションであり、テキサス州東部地区連邦地方裁判所が三段階審
理を行った。第１段階では、製品の有害性と懲罰的損害賠償が審理され
た（125）。第２段階では、職場におけるアスベスト曝露と疾病発症の因果関係
が審理されている（126）。そして第３段階では、標本として症状の異なる160
人のクラス構成員が抽出され、各々の損害賠償額が審理された（127）。裁判所
は標本が損害賠償額の正確性を示しているとして、外挿法を認める判断を
示したのである（128）。
　第４が、2004年の雇用上の性差別を争ったDukes v. Wal-Mart Stores, 
Inc.（129）である。カリフォルニア州北部地区連邦地方裁判所は責任と損
（119）　Id. at 1466.
（120）　Id. at 1464.
（121）　109 F.3d 1016, 1017 (5th Cir. 1997).
（122）　Id.
（123）　Id. at 1019.
（124）　151 F.3d 297, 299 (5th Cir. 1998).
（125）　Cimino v. Raymark Industries, Inc., 751 F. Supp. 649, 653 (E.D. Tex. 1990).
（126）　Id. at 654.
（127）　Id. at 653.
（128）　Id. at 664.
（129）　222 F.R.D. 137 (N.D. Cal. 2004).
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害賠償額を分割した二段階審理を行った（130）。標本抽出は行われなかった
が、昇進差別による得べかりし遡及賃金(backpay)の一時払金額算定の定
式を作成し、それを用いて個々のクラス構成員の遡及賃金額を決定してい
る（131）。
　外挿法審理は標本を抽出してそれを残余に適用する方法を採るために、
訴訟の遅延化を防止する効果をもつ。しかし当該方法には次の４つの問題
点が示されている。第１が適正手続上の問題である。適正手続の原則が民
事訴訟に適用されると、各々の当事者は手続にかかる通知と審理の機会を
得ることが保障される（132）。外挿法審理は一部の当事者のみにこれらの機会
を与えることになるので、その他の者については適正手続が保障されない
ことになる（133）。前述のChevron事件の控訴審で第５巡回区連邦控訴裁判所
は、外挿法審理を一部のクラス構成員に不公平なものだけでなく当該審理
の結果は信頼できるものではないとして適正手続違反と判断している（134）。
しかし、標本が無作為抽出され統計学的に正確なものであれば、外挿法審
理を用いる可能性があることを指摘しているのである（135）。
　第２が第７修正を巡る問題である。第７修正は陪審審理を保障したもの
であり、クラス・アクションにおいても同様である（136）。そこで、前述し
たCimino v. Raymark Industries, Inc.の控訴審である第５巡回区連邦控訴裁
判所は、標本として抽出されなかった当事者が陪審審理を受けられないの
で、外挿法を第７修正に違反すると判断したのである（137）。
　第３が準拠法を巡る問題である。1938年の合衆国最高裁判所判決であ
（130）　Id. at 173.
（131）　Id. at 177.
（132）　Connecticut v. Doehr, 501 U.S. 1 (1991).
（133）　Alexandra D. Lahav, Bellwether Trials, 76 GEO. WASH. L. REV. 576, 610 (2008).
（134）　In re Chevron U.S.A., Inc., 109 F.3d at 1020-21.
（135）　Id. at 1021.
（136）　Ross v. Bernhard, 396 U.S. 531, 541 (1970).
（137）　Cimino v. Raymark Industries, Inc., 151 F.3d at 312 n.29.
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るErie R. Co. v. Tomplins（138）は、係争中の案件で適用される実体法を訴え
の係属する州法であると述べていた。Cimino事件の控訴審である第５巡
回区連邦控訴裁判所は、個々の案件での証拠を州コモン・ローが求めてい
るので、標本により他の案件を審理するのはErie判決の違反であると判断
している（139）。
　第４が授権法(Rules Enabling Act)に関連する問題である。前述のDukes
事件の上告審判決であるWal-Mart Stores, Inc. v. Dukes（140）は、授権法によ
り連邦民事訴訟規則Rule 23が実体権を縮小拡大または修正するのを禁じ
られているため、定式化された審理(Trial by Formula)が個々の請求に対
して抗弁できないのは同法違反となると述べている（141）。
　Dukes上告審判決以降、外挿法は責任を判断する事実審理で用いること
はなくなった。しかし、標本抽出する方法で損害賠償額を決定することを
合衆国最高裁判所が否定していないという理由から（142）、損害賠償額を決定
する方法として存続している（143）。またDukes上告審判決は、外挿法を適正
手続、第７修正、そしてErie判決の視点から検討を加えていない。この意
味で外挿法の手法は法的正当性が未だ不明確であり、今後の合衆国最高裁
判所がいかなる判断を示すかが期待されるのである。
おわりに
　クラス・アクションでは成立認証審理と事実審理が区分される。クラ
ス・アクションは成立が認証されてはじめて本案判断を行うことができる
ためである。このような区分にもかかわらず、成立認証審理で提出される
証拠は本案判断で用いられるものと同程度の証拠能力を必要とする。した
（138）　304 U.S. 64, 78 (1938).
（139）　Cimino v. Raymark Industries, Inc., 151 F.3d at 312 n.29.
（140）　131 S. Ct. 2541 (2011).
（141）　Id. at 2561.
（142）　See, e.g., Jacob v. Duane Reade, Inc., 293 F.R.D. 578, 588 (S.D. N.Y. 2013).
（143）　NEWBERG ON CLASS ACTIONS, supra note 110, at § 11:21.
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がって、クラス・アクションの成立認証は事実上本案判断と同等な効果を
もつものなのである。
　クラス・アクションの事実審理では、以上のように成立認証審理で本案
判断が加えられているため、アメリカ特有の法制度との関連性が特に争点
となる。第７修正が保障する陪審審理である。また、クラス・アクション
がもつ請求および当事者の多数性から、外挿法による事実審理が見られる
ようになっている。一部の請求を標本抽出して、その結果を残余の請求の
審理に用いるのである。この方法に対しては批判が存在するが、アメリカ
での複雑化と長期化するクラス・アクションへの必然的な対応である。そ
のため批判があるにもかかわらず修正が加えられて継続しているといえよ
う。
〈公益財団法人全国銀行学術研究振興財団2016年度研究助成による研究〉
（本学法学部教授）
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